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戸塚・大久保地区中学校適正配置は、西早稲田中と新宿中がそれぞれ仮校舎にて開校し、旧校舎の解体工
事を行うとともに新校舎の基本・実施設計を行う。四谷地区小学校適正配置は、新校舎の建設工事に着手
し、統合準備等を行う。
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戸塚・大久保地区中学校適正配置は、西早稲田中と新宿中、ともに新校舎の建設（第1年度）に着手する。
四谷地区小学校適正配置は新校舎が竣工し、落成式や移転作業など19年4月新校開設に向けた具体的な準備
作業を行う。西戸山地区中学校適正配置は統合協議会を設置し第七次・学校適正配置計画の策定に向け協
議する。

平成17年度

平成18年度

目標値３⑦ 0.00 0.00

0.00

事
業
成
果
指
標

0.00

0.00

0.00 100.00

0.00

0.00

100.00

100.00 100.00目標値２④ ％ 0.00 0.00

30.00 60.00 100.00

％ 0.00 0.00

実績１② ％ 0.00

0.00

0.00 0.00実績２⑤

単　位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

100.00

60.00

100.00

30.00

学校適正配置計画に基づく計画的整備
(統合新校「四谷小学校」の新校舎・落成)

成果の達成状況

進捗率
基本設計・実施設計をもって50％とする
新校舎落成をもって100％とする

(統合新校「西早稲田・新宿中学校」の新校
舎・落成)

進捗率
基本設計・実施設計をもって50％とする
新校舎落成をもって100％とする

平成18

平成19

（ 100% ）

　統合することを機に老朽化した施設を建替え、今後の多様な教育方法等に対応できる学校施設を整備して
いきます。

事務事業 43 学校施設の計画的整備

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

01

成果（事業が意図する成果）

学習・教育環境の充実施策

事業内容

対象・手段
　学校適正配置計画を進める中で、新校舎の位置、設計等について適正配置対象校の関係者からなる統合
協議会と協議しながら整備を進めます。

目的
　「学校適正配置等審議会答申(4年7月)」の趣旨を尊重し、「教育基盤整備検討委員会報告(14年2月)」の
学校適正配置ビジョンに基づき、統合新校を建設することにより、学校施設を計画的に整備していきま
す。

事業の実施内容

(統合新校「新宿西戸山中学校」の新校舎・
落成)

進捗率
基本設計・実施設計をもって50％とする
新校舎落成をもって100％とする

平成22

平成18年度 備　　考

目標値１① ％ 0.00 100.00

（ 100% ） の水準達成

の水準達成

（ 100% ） の水準達成



　学校の設置者は区（区長）です。
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現状のまま
継続

　適正配置計画にあたっては、まず学校の規模及び老朽化の度合いからも判断する必要が
あると考えますが、今後は計画段階から、学校関係者だけではなく地域住民の意向を伺っ
た上で計画する手法を検討し、次期学校適正配置計画から実践するよう検討していきま
す。
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　適正配置校の対象校については、学校の規模及び老朽化の度合いからも判断する必要
があると考えますが、今後は計画段階から地域住民の意向を伺った上で計画する手法を
採り入れます。
　良好な教育環境の提供、老朽化した学校施設の建替えや跡地の活用等、継続的、計画
的に進めることが必要です。また、統合による施設の廃止や更新により、維持修繕等経
常的経費の多大な削減にも繋がります。

3

3

　新校建設により、児童生徒数に見合った適正規模の学校施設整備が可能となり、今後
の多様な教育内容・方法等に対応した施設整備を行うことができます。また、既存の校
舎を仮校舎として使用するため、教育環境の悪化を最小限度に抑えることが可能です。

4.00

　第五次・学校適正配置計画では、両校とも20年2月の新校舎竣工に向けて、新校建設工
事に着手しました。また、第六次学校適正配置計画では計画どおり19年4月に統合新校
「四谷小学校」が開設しました。
　適正配置対象校に提案し対象校の同意を得た上で「統合協議会」を設置し、統合の時
期等を決定するため、理解を得るための時間を要しますが結果的には比較的地域に受け
入れられやすい手法です。
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行政の関与
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0.00 0.00 0.00

0 0

112,864 507,510 354,690

職員
常勤職員

人
3.00

非常勤職員 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
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0
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474,158 321,570 四谷小学校、西早稲田
中学校、新宿中学校の
工事費については、発
生主義の考え方を取り
入れているため、事業
費には含んでいませ
ん。開設後、減価償却
費に計上していきま
す。
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事業費⑩ 千円

減価償却費等⑬ 千円

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円

受益者負担率⑮／⑭ ％

Ｂ

事業に関する検討課題

　学校施設の計画的整備については、平成４年の区立学校適正配置等審議会答申、平成１４年の学校適正配
置ビジョンに基づき、計画的に進めていますが、耐震補強工事の必要性など、施設の整備に緊急を要する状
況変化が生じているため、新たな状況のもとでの方針の再検討が必要です。

総
合
評
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　第六次学校適正配置計画による統合新校の新校舎建設を計画どおりに推進し、19年4月
に四谷小学校が開校しました。また、戸塚・大久保地区中学校適正配置における新校建設
についても順調に進んでいるものと評価しています。
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